私立学校振興費（運営費）補助金事務取扱要領の一部改正新旧対照表
	現　　　　　　　　　行
	改　　　　正　　　　後

	私立学校振興費（運営費）補助金事務取扱要領

（昭和55年７月７日総務部長決裁）
（一部改正　昭和58年 ７月13日）
［略］
（　〃　　　平成28年 6月6日）


［略］

４　補助金の算定方法
(１)　各高等学校（全日制課程）及び幼稚園の補助金の算定は、次の方法により行う。

　［略］

　　ウ　定員遵守状況割
　　　　各高等学校の定員の遵守状況を次の算式により求め、その割合によって配分する。
　　　　定員遵守状況＝補正係数×生徒数
　　　（ア）　補正係数は、定員に対する５月１日現在の実生徒数の割合をもとに次表から求めた数とする。
	補正係数
	100
	90
	80
	70
	60
	50
	40
	30
	20
	10

	定員に対する実生徒数の割合（実生徒数／定員×100）
	0
～
	111
～
	116
～
	121
～
	126
～
	131
～
	136
～
	141
～
	146
～
	151
～


　　　（イ）　生徒数は、５月１日現在の実生徒数とする。ただし、実生徒数が定員を超える場合は、定員とする。

　［略］

	私立学校振興費（運営費）補助金事務取扱要領

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（昭和55年７月７日総務部長決裁）
（一部改正　昭和58年 ７月13日）
［略］
（　〃　　　平成28年 6月6日）
[bookmark: _GoBack]（　〃　　　平成28年 10月17日）

　　［略］

４　補助金の算定方法
(１)　各高等学校（全日制課程）及び幼稚園の補助金の算定は、次の方法により行う。

　［略］

　　ウ　定員遵守状況割
　　　（ア）　対象要件
　　　　　　各高等学校の定員遵守状況を次の算式により求め、定員遵守状況が110以下の学校（以下「定員遵守割対象校」という。）　　　　

　　　　　　定員遵守状況 ＝ 実生徒数 ／ 定員 × 100
（実生徒数は、５月１日現在の実生徒数とする。）

　　　（イ）　算定方法
　定員遵守割対象校の５月１日現在の実生徒数（定員を上限とする）の割合によって配分する。

　［略］


	摘要
	１　定員超過の是正を指導するため、著しく定員を超過している学校への補助金の配分方法を改正するもの。
２　この改正は、平成29年４月から学年進行。



	現　　　　　　　　　行
	改　　　　正　　　　後

	
別紙１
学校法人における補助金の減額について

１　減額の対象
　(1)　法令の規定、法令の規定に基づく所轄庁の処分又は寄附行為に違反した場合
　(2)　破産宣告を受け、若しくは負債総額が資産総額を上回り、又は銀行取引停止処分を受ける等財産事情が極度に窮迫している場合
　(3)　学校法人等の運営上著しく適正を欠く収入、支出又は財産の運用がある場合
　(4)　会計処理その他事務処理が著しく適正を欠いている場合
　(5)　役員若しくは教職員の間又はこれらの者の間において、訴訟その他の紛争があり、学校法人等の運営の適正な執行を期しがたい場合
　(6)　教職員の争議行為等により、教育、研究その他の学校運営が著しく阻害され、その期間が長期に及ぶ場合
　(7)　補助金の申請書類等に、故意又は重大な過失により事実と異なる記載をしたと認められる場合
　(8)　その他事務処理体制又は管理運営が著しく適正を欠いている場合

２　減額の範囲
　(1)　５割の範囲内とする。
　(2)　前記１の各事項の一に該当する場合において、その状況が著しく適正を欠くため、補助金に係る事業の適正な執行を期しがたい場合又は補助金の交付の目的を達成することができないと認められる場合は、これを交付しないものとする。
　　　　なお、補助金の交付の決定又は交付があった場合においても適用があるものとする。


	
別紙１
学校法人における補助金の減額について

１　減額の対象
　(1)　法令の規定、法令の規定に基づく所轄庁の処分又は寄附行為に違反した場合
　(2)　破産宣告を受け、若しくは負債総額が資産総額を上回り、又は銀行取引停止処分を受ける等財産事情が極度に窮迫している場合
　(3)　学校法人等の運営上著しく適正を欠く収入、支出又は財産の運用がある場合
　(4)　会計処理その他事務処理が著しく適正を欠いている場合
　(5)　役員若しくは教職員の間又はこれらの者の間において、訴訟その他の紛争があり、学校法人等の運営の適正な執行を期しがたい場合
　(6)　教職員の争議行為等により、教育、研究その他の学校運営が著しく阻害され、その期間が長期に及ぶ場合
　(7)　補助金の申請書類等に、故意又は重大な過失により事実と異なる記載をしたと認められる場合
　(8)　実生徒数（当該年度の５月１日現在の生徒数）が学則に定めた定員の1.3倍を超過している場合
　(9)　その他事務処理体制又は管理運営が著しく適正を欠いている場合

２　減額の範囲
　(1)　５割の範囲内とする。なお、前記１(8)については、当該超過した人数に当該年度の一人当たりの補助金単価を乗じた額を減額する。
　　　　　補助金単価 ＝ 国庫補助単価 ＋ 地方交付税単価
　(2)　前記１の各事項の一に該当する場合において、その状況が著しく適正を欠くため、補助金に係る事業の適正な執行を期しがたい場合又は補助金の交付の目的を達成することができないと認められる場合は、これを交付しないものとする。
　　　　なお、補助金の交付の決定又は交付があった場合においても適用があるものとする。


	摘要
	１　定員超過の是正を強力に指導するため、著しく定員を超過している学校への補助金の減額することを明記するもの。
２　この改正は、平成29年４月から学年進行。



